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分割地所有と資本制地代と封建地代
ー地代の「成分と源泉」の視点から一
?
井 正 美
はしがき
日本には明治の時代から，かなりの自作農と小作農の存在を見る。小池基之
教授によれば， 明治16年3府28県の調査において自作農 39.37%, 自小作農
38.68彩，小作農 21.95彩，明治24年3府24県の調査において自作農 32.17彩，
自小作農 45.14彩，小作農 22.69彩，そして，明治16年18県についての調査に
おける自作地の割合 65.8彩，小作地 34.2彩，また明治17年の他の16県につい
てなされた調査結果によれば，自作地の割合が 60.2彩，小作地の割合が 39.8
形であった＊。
つぎに，栗原百寿氏の「自小作別農家戸数の変遷」をみれば，明治41一昭和
15年間には，自作農家戸数の割合は，明治41年の 33.7彩を頂とし，昭和13年の
30.73彩を底とし，一貫してその間で増減していたのである。小作農家戸数の
割合は，同期間に， ．「大正9年まで累続を続けた後〔明治41年には 27.58彩，大正
9年には 28.1彩〕減少傾向に転じ，特に大正12年以降急減したが， 昭和5年以
降10年までは微増し〔昭和5年には 26.54%,昭和10年には 27.06%〕， 以降再び
減少傾向を示しつつあったが， 昭和 15年〔26.77劣〕に至って増加を見せてい
る」。 自小作農家戸数は，同期間に，明治41年の 39.15彩から，だいたい「引
続き累増傾向を示し，特に大正12年〔40.9彩）以降急増を見せたが， 昭和8年
〔42.26%〕以降減少傾向に転化して」，昭和15年の 42.12彩となっている＊＊。
217 
578 開西大學『鯉清論集』第16巻第4・5合併号
ちなみに， 「自作地及び小作地の変遷」についてみておこう。栗原百寿氏に
よれば， 「明治初年以降耕地面積の漸増に伴って自作地小作地ともに漸増して
いるが，小作地の増加が自作地に比して造に急速であるため，その比率におい
ては自作地は漸減し，小作地は漸増しているのである。この自作地減・小作地
増の傾向は明治初年以降昭和8年まで大略引続いて行われ，明治16年の自作地
63.25彩対小作地 36.75彩から昭和8年の自作地 52.8彩対小作地 47.2彩へと
推転しているのである。しかるに同年以降は小作地は減少傾向に転化し自作地
は増加傾向を強化するに至ったため，比率においても自作地は累増し小作地
は累減して自作地増・小作地減の新傾向を示しつつある」＊＊＊。これによれば，
農地の約半分が自作地であったといえよう。
このように，日本には明治の時代から，自作農民的土地所有と，地主的土地
所有が存在していたのである。
周知のごとく，明治以後の日本の小作料は，第二次大戦後に実施された「農
地改革」にいたるまで，総収穫のほぼ半分におよぶほどの高率であり，しかも
物納形態をとデていたのである。この小作料を， 『資本論』第3巻第47章「資
本制地代の発生史」に依拠して，封建地代と理解するか，または分割地経営が
賃借地において営まれているところの，利潤および労賃からの控除分をなす借
地料と理解するかという問題は，戦前・戦後をつうじての，日本の学界におけ
る一大争点となっている。そしてこの論争は，戦前では日本における「経済外
的強制」の有無をめぐっての論争であり，これは戦後にも引き継がれたが，し
かしこんにちでは，むしろ，小作料論の前に農産物価格論が展開されねばなら
ぬという問題提起がなされて，農産物価格論が重視されるようになっている。
ところで，自作農民的土地所有に地主的土地所有を包括・統一するにせよ，
後者に前者を包括・規定するにせよ， もしくは農産物価格論からの解明にせ
ょ． 『資本論』第3巻に依拠してなされていることは，いうまでもなかろう。
これらの問題を解明するためには，やはり，『資本論』第3巻の「地代論」が明
確に把握されねばならないであろう。こういう意味において，日本の土地所有
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の問題の解明への接近の一つの試として，地代の「成分と源泉」ということに視
点を置いて，資本制地代，封建地代，地代の本源的地代形態から資本制的地代へ
の過渡形態と見なされうる農民的分割地所有の地代の再検討を試みてみたい。
＊ 小池基之『地主制の研究』，有斐閣， 1957年7月,82ー 83ページ参照。
＊ 栗原百寿『日本農業の基礎構造』， 中央公論社， 1943年 1月， 89-92ページ参照
〔 〕は東井の補註。
＊＊＊ 同上， 92ー 95ページ参照。
1. 資本制地代と封建地代
一地代の「成分と源泉」の視点から一―-
マルクスは，社会的生産過程のさまざまな発展諸段階に照応するところの，
すぺての地代類型の共通性，すなわち「さまざまな個人をして地球の一定部分
を排他的に所有させる法的擬制である土地所有の経済的実現だということ」を
指摘して，この共通性が地代諸形態のもろもろの区別を見のがせると，のべて
いる0。では，マルクスは，資本制的生産様式の基礎上での土地所有の自立的
にして独自な経済的形態であるところの，資本制地代を，いかなる視点をもっ
て，その他のさまざまな地代諸形態から区別しているのであろうか。まず，こ
の視点の設定が問題となる。
(1) 地代の「成分と源泉」の視点
マルクスが，資本制地代をその他の地代諸形態から区別している視点は，地
代の「成分と源泉」のそれである，と考えられる。
だれしもがふと見落しがちなこの視点は，つぎの文章のなかにある。すなわ
ち， 「実際的には，もちろん，土地を経営する許可の代償に借地料の形態で借
地人から土地所有者に支払われるいっさいが，地代として現象する。この貢納．．．．．．．．．． 
がどんな成分 (Bestandteil)から構成され，どんな源泉 (Quelle)かから出てく
るかをとわず，地球の一部分を独占することがいわゆる土地所有者をして貢納
を徴収し税を賦課することをえさせるということは，本来の地代と共通であ
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る。この貢納が，土地価格ー一これは，……………土地の賃貸から生ずる収入
を資本化したものに他ならない一ーを規定することも，本来の地代と共通であ
る。」2)(傍点は東井）。
マルクスが，資本制地代をさまざまな地代諸形態から区別したところの視点
は，まさに，地代が「どんな成分から構成され，どんな源泉から出てくるか」
ということなのである。 以下，この視点を， 地代の「成分と源泉」の視点と
略称しよう。
(2) 資本制地代の成分と源泉
地代の「成分と源泉」の視点から，資本制地代をみればどういうことになる
のであろうか。
先ず，資本制地代の成分は，商品の価格（価値）の，剰余価値（剰余労働）の
うちで， 利潤—これは， 「商品の価値のうちやはり剰余価値（剰余労働）か
ら成りたつ部分」—をこえる超過分である。a) そして，剰余価値の「この特
殊的で独自な成分 (Bestandteil)」4) は， 「商品の価格のうち，労賃および利潤
と区別される自立的な成分 (Bestandteil)」5) なのである。 または， これは，
「労賃と利潤に対立する自立的範疇としての地代」6) である。
ついでに， 「土地に合体された資本および諸改良ニー一土地がかくして生産用
具として受けとる諸改良—にたいする利子は，借地農業者によって土地所有
者に支払われる地代の一部分をなしうる。 だが， それは，土地としての土地
—それが自然状態のままか耕作されているかをとわずー一の使用に支払われ
る本来の地代を構成するものではない」7) ということを，ことわっておこう。
つぎに，資本制的生産様式に照応する地代の源泉とは何か，ということを考
えてみよう。
資本制的生産様式のもとでは，「現実的耕作者は賃労働者であり，資本家たる
借地農業者によって就業させられるのであって，この借地農業者は，農業を，
資本の一特殊的搾取場面・ー特殊的生産部面における自分の資本の投下・ と
してのみ営む。この借地農業資本家は土地所有者にたいして，じぶんが利用す
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る土地の所有者にたいして，一定の期限ごとに，たとえば年々，じぶんの資本
をこの特殊的生産場面で充用することの許可の代償として，約定の貨幣額を
（あたかも，貨幣資本の借手が一定の利子を支払うのと同じように）支払う。………
つまり地代は，このばあいには，土地所有が経済的に自己を実現・利用する形
態である。さらに，このばあいには，近代社会の骨組をなす三つの階級が，全. . . . . . . . 
部いっしょに， たがいに対立しあってあらわれる，ー一賃労働者，産業資本. . . . . . 
家，土地所有者」s) (傍点は東井）。そして， 「土地の資本制的耕作は，機能資本
と土地所有との分離を前提するのと全く同じように，原則として土地所有〔者〕
の自己経営を排除する」9) のである。
資本制的土地所有は，資本によって生みだされた剰余価値の一部分をどうし
て土地所有者に帰属せしめるというのか。土地所有は， 「特定の諸人物がその
私的意志の排他的領域として地球の一定諸部分を—すぺての他人を排除して
—自由にするという，特定の諸人物の独占を前提とする。このことを前提と
すれば，問題となるのは，資本制的生産の基礎上での，この独占の経済的価値
すなわち増殖的利用を展開することである」10)。
土地所有の独占，資本の制限としての土地所有は， 「差額地代においで前提
されている。というのは，これなくしては，超過利潤は地代に転形せず，借地
農業者のかわりに土地所有者には帰属しないだろうからである。そして，制限
としての土地所有は，差額地代としての地代がなくなるところ，すなわち土地
種類A〔ー最劣等地ー東井〕でも，依然として存続する」。11)
(a) 差額地代の場合一ー一般的・調整的生産価格のもとで， 土地の豊饒度
（位置）の差や資本の継起的投資の差に係わるところの， 個別利潤と平均利潤
との差，ー一ー商品価格の，剰余価値（剰余労働）のうちで平均利潤をこえる超過
利潤一一，すなわち剰余価値のこの特殊的で独自な成分を，土地所有の独占，
資本の制限としての土地所有が，差額地代に転形させ，土地所有者に帰属せし
めるのである。差額地代のもつ独自性は， 「土地所有はこのばあいには，さも
なければ借地農業者が収得するはずであって特定の事情のもとでは彼の借地契
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約のつづくあいだ現実に収得する超過利潤を横取りするにすぎない，というこ
とである。土地所有はこのばあいには，商品の価格のうち，土地所有の協力な
しに（むしろ，市場価格を調整する生産価格が競争によって規定される結果として）生
じて超過利潤に分解する部分の移譲の一ー一人物から他の人物への，資本家か
ら土地所有者への，この価格部分の移譲の一―•原因にすぎない。だが，土地所
有はこのばあいには，この価格成分またはその前提たる価格昂騰を創造する原
因ではない」。12)
(b) 絶対地代の場合—最劣等地が， 「もし耕作すれば生産価格をもたらす
はずだといえ，この生産価格をこえる超過分たる地代をもたらすまでは耕作さ
れえないものとすれば，土地所有は，この価格昂騰の創造的理由である。土地
所有そのものが，地代を生みだしたのである」。13) 農業資本の有機的構成の結
果として，農業資本の回転期間を考慮しても，土地生産物の価値は生産価格よ
り高いと仮定しよう。この超過剰余価値の平均利潤への一般化を，ある外的な
力すなわち土地所有の独占，制限としての土地所有が排除するから， 「こうし
た生産部面では，商品の生産価格をこえる価値の超過によって，超過利潤，す
なわち，地代に転形されかつ地代として利潤にたいし自立化されうる超過利潤
が発生するであろう。ところがこうした外的な力および制限として，土地所有
は資本に一ーそれが土地に投下されるばあいには一対応するのであり，ぃ
いかえれば，土地所有者は資本家に対応するのである」。14) 土地所有一ーした
がって地代ーーは，商品価格を生産価格以上にひきあげその価値に達する特定
の点まで昂騰せしめるが，しかし「市場価格が生産価格をこえてどの程度まで
価値に近づくかは，つまり，与えられた平均利潤以上に農業で生みだされた剰
余価値がどの程度で地代に転形するか，それとも，平均利潤への剰余価値の一
般的均等化に参加するかは，土地所有に依存するのではなくて，一般的市場状
態に依存する」。15)
(c) 差額地代と絶対地代に共通的な土地所有の役割—ここでかんじんなこ
とは，つぎのことである。すなわち， 「どんなばあいでも，この絶対的な• 生
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産価格をこえる価値の超過から発生する・地代〔絶対地代-—東井〕は， たん
に，農業的剰余価値の一部分であり，この剰余価値の地代への転形であり，土
地所有者によるそれの横取りであって，それはあたかも，差額地代が，一般的
・調整的生産価格のもとで，超過利潤の地代への転形・土地所有による超過利
潤の横取り・から発生するのと同じである。地代のこの両形態は，唯一の正常
形態である」16)ということである。このような地代の両形態に共通的な役割の
詮議をなして， 「経営の独占」と「所有の独占」とを区別することは無用なこ
とである。というのは，土地所有の独占，制限としての土地所有が，農業資本
による農業剰余価値の一部分を地代に転形し，これを土地所有者に帰属せしめ
る，ということが重要であるからである。
したがって，土地所有の独占，制限としての土地所有こそは，現実的生産過
程とは無関係で，超過利潤に転形される価値部分をつくりだすのではないとは
いえ，超過利潤＝「剰余価値の特殊的で独自な成分」――-「これはつねに，利
潤をこえる・すなわち商品の価値のうちやはり剰余価値（剰余労働）から成りた
つ部分をこえる・超過分である」17)_を，資本制地代に転形し，これを土地
所有者に帰属せしめるのである。それゆえに，資本制地代の源泉は，まさに，
資本制的土地所有なのである。
以上のべてきたことから，資本制地代の成分は， 「商品の価格のうち労賃と
利潤と区別される自立的な成分」であり，この地代の源泉は，この特殊的で独
自な成分を地代に転形させ土地所者に帰属せしめるところの資本制的土地所有
なのである，ということがあきらかとなった。
(3) 封建地代の成分と源泉
封建地代の本質は，地代が「剰余価値または剰余生産物の唯一の支配的で正
常的な形態だという点にある」。18) この地代の成分は， 「商品の価格のうち労
賃および利潤と区別される自立的な成分」ではない。封建地代は， 「萌芽的利
潤」が発生したとしても，利潤が剰余価値の正常的形態ではなくして，やはり
地代が剰余価値の正常的形態である。
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封建地代の源泉とは何か。これは，封建的土地所有である。この土地所有の
もとでは，地主に直接対立するものが，労働者を雇用する産業資本家ではなく
して，直接生産者＝農奴である。では，封建的土地所有が，どうして直接生産
者の全剰余労働を地代に転形させ，土地所有者に帰属せしめるというのか。
「経済外的強制」—直接生産者は， 「このばあい，前提によれば，自分じ
しんの生産手段ーー自分の労働の実現のため，および自分の生活維持手段の生
産のために必要な労働条件一ーを占有している。彼は自分の農耕，ならびに，
これと結びついた農村＝家庭的工業を自立して営む」19)。こうした条件のもと
では， 「名目的な土地所有者のための剰余労働は， 経済外的強制ー一それがど
んな形態をとるかをとわず—によってのみ彼らから強奪されうる。……つまり，
必要なのは，人格的な従属諸関係，程度はともあれ人格的な非自由，および，
土地の附属物として土地にしばりつけられていること，本来の意味での隷属，
である」20)。要するに， 「直接的労働者が自分じしんの生活維持手段の生産の
ために必要な生産手段および労働条件の『占有者』たるにとどまるようなあら
ゆる形態においては，所有関係は同時に，直接的な支配＝および隷属関係とし
てあらわれざるをえず，したがって，直接的生産者は非自由者一ー非自由とい
っても，賦役労働をともなう農奴制から，たんなる貢納義務までの相違があり
うる一としてあらわれざるをえない」， 21) ということである。 「非自由とい
っても，賦役労働をともなう農奴制から，たんなる貢納義務までの相違があり
うる」といっていることからして，経済外的強制の形態は，かなり種々雑多な
ものと理解される。といっても，この「強制」の形態は，封建制的生産関係，
または封建的土地所有の諸関係のもとでのことであって，その埒外にでるもの
ではない。そしてこの経済外的強制は，地代の推転とともに形態転化をなすこ
とはいうまでもなかろう。
資本制的諸関係のもとではかかる「非自由」がありえないことは，あたりま
えのことであろう。 というのは， 「資本制的生産様式は土地所有を，一方で
は，支配ーおよび隷属諸関係からすっかり解き放し，他方では，労働条件とし
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ての土地を土地所有および土地所有者一~彼にとっては，土地はもはや，彼が土
地所有の独占に媒介されて産業資本家たる借地農業者から徴収する一定の貨幣
税いがいには何もあらわさない一から全く分離するので」22)あるからである。
しかしながら，封建地代の源泉は， 「経済外的強制」ではなくして，封建的
土地所有である。封建地代の実現も，やはり封建的土地所有がみずからを実現
する経済形態なのである。ただし，このばあい，直接生産者は土地その他の生
産手段を占有しているから，土地所有者が直接生産者から剰余価値（剰余労働）
を強奪するためには経済外的強制にたよらねばならないのである。ついでに，
「経済外的強制が地主一農奴主の経済的権力を強化するうえで役割を演じたこ
とはいうまでもないが，しかし封建制度の基礎であったのは経済外的強制では
なくて封建的土地所有であった」23)ということを付記しておこう。
(1) Marx, Das KaPital, herausgegeb. v. M.E.L. —Instit., Bd. m, S. 684 f. 河出書房
阪『世界の大思想』 21,長谷部文雄訳『資本論』 4,158ページ。訳本も以下同じ。
(2) A.a.O., S. 674. 長谷部訳本 4,150ページ。
(3), (4) A.a.O., S. 684. 長谷部訳本 4,158ページ。
(5) A.a.O., S. 804. 長谷部訳本 4,251ページ。
(6) A.a.O., S. 862. 長谷部訳本 4,294ページ。
(7) A.a.O., S. 667-68. 長谷部訳本 4,145ー 46ページ。
(8) A.a.O., S. 667. 長谷部訳本 4,145ページ。
(9) A.a.O., S. 799-800. 長谷部訳本 4,247ページ゜
(10) A.a.O., S. 663ー 64.長谷部訳本 4,143ページ。
(l]) A.a.O., S. 799. 長谷部訳本 4,247ページ。
(12), (13) A.a.O., S. 803-04. 長谷部訳本 4,250ページ。
閥 A.a.O., S. 811. 長谷部訳本 4,255-56ページ。
(15), (16) A.a.0., S. 813ー 14. 長谷部訳本 4,257ページ。
(1) A.a.O., S. 684. 長谷部訳本 4,158ページ。
(18) A.a.O., S. 845. 長谷部訳本 4,281ページ。
U9l, (20), 図) A.a.O., S. 840ー 41.長谷部訳本 4,278ページ。
(2) A.a.O., S. 665-66. 長谷部訳本 4,144ページ。
(23) スターリン『ソ同盟における社会主義の経済的諸問題』，青木文庫<119>,1953年
10月， 58ページ。
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2. 分割地所有の地代の成分と源泉
分割地所有のもとでの地代と，土地価格および土地価格の利子において先取
りされる地代を，地代の「成分と源泉」の視点から，分析しよう。
(1) 分割地所有〔分割地農民〕
分割地所有 (Parzelleneigentum)。 「農民はこのばあいには，同時に，彼の土
地ー一彼の主要な生産用具．彼の労働および彼の資本のための不可欠な就業場
面・として現われる彼の土地—の自由な所有者である。この形態では何らの
借地料も支払われず，したがって地代は，剰余価値の分化形態としては現象し
ない」24)。
ここに「自由な土地所有」というばあいの「自由な」という形容語は何を意
味するのか。これについて井上周八氏はいわれている， 「ここでは自由は二重
の意味を有する。封建的土地所有に基くところの経済外的強制による封建地代
の収奪からの自由と， 自由な土地の私的所有者という意味における自由であ
る」25)と。 この考え方でよいであろう。 分割地農民は土地のたんなる「占有
者」ではなく土地の所有者であるから，彼は，土地のたんなる「占有者」たる
ことにとどまるような所有関係に現われるような「直接的な支配＝および隷属
関係」， すなわち「非自由」から解放されている。分割地農民は，この「非自
由」から解放されたところの土地の自由な所有者なのである。吉野城教授はい
われている「『自由』とは『何らの借地料も支払われない』ことである。山崎
氏によれば『「自由」は， 領主的および共同体的な諸負担と諸拘束からの自由
であって，それ以上のものを意味しない（山崎春成『農地改革と日本農業』， 110ペ
ジー）』。」26)と。 これは， 分剖地農民が土地のたんなる、「占有者」ではなく
して， その所有者であるということを強調されていると思われるので興味深
し'o
分割地所有のもとでは農民が土地の自由な所有者であるということは，彼が
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賃労働者・産業資本家・土地所有者の三位一体的な性格を具有しているという
ことを意味する。この三位一体的性格は，封建的土地所有から離脱して，資本
制的土地所有への展望を示す，というのは，封建的土地所有のもとでは地主に
直接対立するものが直接生産者＝農奴であり，資本制的土地所有のもとでは地
主に直接対立するものが賃労働者を雇庸する産業資本家であるからである。
この土地所有形態は，つぎのことを前提としている，すなわち「これまでの
古い諸形態のばあいと同じように，農村人口が都市人口を数的に大いにしのい
でいるということ，つまり，ともあれ資本制的生産様式が支配的だとしてもそ
の発展度が相対的にまだ低く，したがって他の生産諸部門でも資本の集積がせ
まい限界内で運動して資本分散が優勢だということ，である。事態の本性上，
このばあいには，農村生産物の圧倒的部分がその生産者たる農民たちじしんの
直接的生活維持手段として消耗され，それ以上の超過分だけが商品として都市
との商業に入りこむに違いない」27)。
(2) 土地価格および土地価格の利子
分割地所有のもとでは，土地の売買，商品としての土地の流通が自由であ
り，資本化された地代にほかならぬ土地価格が前提要素である。すなわち，分
割地所有という「この形態のいっその発展によって，遺産分割にさいし土地が
特定の貨幣価値で引受けられたからであるか，さもなければ，全所有またはそ
の諸成分のたえざる変換にさいし土地が耕作者じしんにより，大部分は抵当で
貨幣を借りることによって買われたからである。ー一つまり，資本化された地
代にほかならぬ土地価格が前提要素で」28)ある。
土地購入のために貨幣資本を支出すれば， 「土地価格が一要素として農民に
とっての事実的生産費に入りこむのであり」， 29) 「土地価格は，このばあいに
は，個別的な虚偽の生産費の，または個別生産者にとっての生産物の費用価格
の，重要な一要素をなす」。30) したがって， 「小土地所有にあっては， 幻想
一土地そのものが価値をもち，したがって，資本として生産物の生産価格に
入りこむのは，機械または原料とまったく同じだという幻想—が，さらにい
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っそう根づよい」。81) それゆえに，分割地所有のもとでも実存するにちがいな
い「差額地代，すなわち，優等地または位置のよい地所にとっての商品価格の
超過部分」は， 「土地の豊饒度や位置のどんな差等にも係わりなく実存するか
に見えるのである」。82)しかし，土地所有者が優等地または位置のよい地所を農
民に売れば，受取る価格（土地価格〕は，さしあたり農民の費用価格に入りこむ
が，商品の生産価格に入りこまない。というのは，差額地代は，この土地にかか
わりなく調整される市場価格から発生するからである。ただし，「ただ二つの場
合にのみ，地代，したがって資本化された地代たる土地価格が，土地生産物の価
格に規定的に入りこみうる。第1には，土地生産物の価値が，農業資本一土地
の購入に投下された資本とはなんの共通点もない一資本一の構成の結果としてその
生産価格よりも高く，市場諸関係が土地所有者をしてこの差額を儲けることを
えさせる場合である。第2には，独占価格が生ずる場合である。そしてどちら
の場合も，分割地経営および小土地所有にあってはごく稀れである。というの
は，まさにここでは，生産のきわめて大きな部分が自家需要を充たすのであっ
て，一般的利潤率による調整に係わりなく行なわれるからである」as)。それゆ
えに， 「平均的にはなんらの絶対地代も実存しないもの，つまり，最劣等地は
なんらの地代も支払わないものと考えうるのである」。84)
分割地所有のもとでは， 土地価格は， 普通絶対地代が存在しないことによ
り，「地代と，したがって資本化された地代たる土地価格」とが，土地生産物の
価格に規定的に入りこまないのである。これは， 「生産者にとっての費用価格
の要素としての土地価格と，生産物にとっての生産価格の非要素〔としての土地
価格〕（地代が土地生産物の価格に規定的に入りこむ場合でさえも，20年またはもっと長い
年数にわたって投下される資本化された地代〔土地価格〕は，どんなばあいにも，土地生産
物の価格に規定的に入りこみはしない）とのあいだの衝突」85)として表現される。
(3) 農産物価格形成の特殊性
ここで小農の農産物価格形成の特殊性について見てみよう。小農の三位一体
的な性格は，生産価格の法則の支配を必要とせず，概して最劣等地での農産物
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の費用価格水準に農産物の価格を形成させるのである。
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「分割地農民にとっての搾取の制限として現象するのは，一方では，彼が小資本家た
るかぎりでは資本の平均利潤ではなく，また他方では，彼が土地所有者たるかぎりでは
地代の必要ではない。小資本家としての彼にとっての絶対的制限として現象するのは，
本来の費用を控除したのち彼が自分じしんに支払う労賃にほかならない。生産物の価格
が彼にこの労賃を保証するかぎり，彼は自分の土地を耕作するはずであって，この労賃
はしばしば肉体的最低限度まで下ることがある」86)。
ここで注意しておくぺきことは，労賃部分は，労賃の「標準的平均水準」87)
から，肉体的最低限度，・「肉体的最低限度以下さえもの労賃の圧下」88)まであ
りうるということである。
さらに，農産物の価格形成の特殊性について。 「土地所有者としての彼の資
格についていえば，彼にとっては所有制限はなくなっているのであって，この
所有制限が自己を主張するのは，それから引離された資本（労働をふくむ）にた
いする対立においてにすぎない」。89) 土地所有の制限が自己主張するのは，土
地価格における資本の支出がこの資本を耕作からとりあげるという点においで
である。分割地所有のもとにおいては，分割地農民は土地の自由な所有者であ
るから，資本主義的諸関係のもとにおけるように，土地所有の独占，土地所有
の制限が，土地生産物の価格を創造することもなく，絶対地代を創造すること
もない。しかし， 「土地価格の利子ー一これは，大抵のばあい，なお，第三者
たる抵当権者に支払われねばならない—は一つの制限をなす」。40) では，こ
の土地価格の利子は，農産物の価格を昂騰させ，最劣等地に地代を創造するの
であろうか。土地価格の利子は，「資本主義的諸関係のもとでは利潤となるであ
ろう〔分割地農民の一一東井〕剰余労働部分から支払われうる」41)。だから，「土
地価格において，—および土地価格の利子に支払われる利子において~
取りされる地代は，農民の生活維持に欠くべからざる労働をこえる彼の剰余労
働が，……資本化されたものの一部分いがいの何ものでもありえない」。42) 土
地価格および土地価格の利子において先取りされる地代は，農民の剰余労働
が， 「全平均利潤に等しい商品価値部分に実現されること」もなく， 「まして
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や平均利潤に実現される剰余労働をこえる超過分たる超過利潤に実現される」
ことがないので48), 「平均利潤からの一控除分でもありえ，平均利潤のうちで
実現される唯一の部分でさえありうる」44)。だから，土地価格の利子が一つの
所有制限をなすからといって，分割地所有のもとでは， 「分割地農民が自分の
土地を耕作するため，または土地を耕作用に買うためには，正常的な資本制的
生産様式のばあいのように，土地生産物の市場価格が，彼に平均利潤を一ーま
してや地代の形態で固定された，この平均利潤をこえる超過分を一ーもたらす
に足りだけ騰貴することは必要でない。だから，市場価格が生産物の価値また
は生産価格にまで騰貴することは必要でない。これこそは，分割地所有の支配
的な諸国では資本制的生産様式の諸国におけるよりも穀物の価格が低いのは何
故かという原因の一つである」45)。
「差額地代」として資本化された農民の剰余労働は，「より有利な自然諸条件
のもとで自分の労働を実現させる農民のポケットに流れこむ」46) が，しかし土
地購入のために貨幣資本—土地価格の利子—を支出しているかぎりでは，
「もっとも不利な条件のもとで労働する農民の剰余労働の一部分」，すなわち土
地価格および土地価格の利子において先取りされる地代として資本化された農
民の剰余労働の一部分は，「無償で社会に贈与されるのであって，生産価格の調
整または価値形成一般には参加しない。このより低い価格は，だから，生産者
たちの貧窮の結果であって，彼らの労働の生産性の結果でゅけっしてない」47)。
要するに，分割地土地所有のもとでは，土地所有者としての彼の資格につい
ていえば所有制限はなくなっているのであって，土地所有の独占，土地所有の
制限は，価格昂騰を創造することもなく，地代を創造することもない。 しか
し，土地価格の利子が一つの所有制限を示すが， これまでのべてきた理由か
ら，これも，価格昂騰を創造することもなく，地代を創造することもない。
もっとも分割地所有のもとでも， 「ごく稀れである」とはいえ，市場価格に
依存して絶対地代は形成されるであろう。栗原百寿氏が「分割地所有での絶対
地代の問題は，分割地所有での農産物価格の問題によって決定されるものであ
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る」48)とされたのは，もっともなことである。というのは，分割地所有のもと
では，すでにみてきた理由により土地所有の独占，土地所有の制限が，価格の
昂騰を，したがって絶対地代を創造することがないからである。分割地所有の
もとでは，生産物の価値は， 「生きた労働という要素の優勢のゆえに，概して
生産価格よりも高いであろう。一といっても，生産価格をこえる価値のこの
超過分は，分割地経営が支配的な諸国では非農業資本の構成も低位なことによ
って再び制限されているではあろうが」。49) しかし， 「このばあいには，農業
の大部分は直接的生活維持のための農耕として存立し，土地は人口の多数にと
っての，その労働および資本の不可欠な就業場面として存立するから，生産物
の調整的市場価格は，異常な事情のもとでのみ生産物の価値に達するであろ
う」。50) かくして，ごく稀には，ただ市場価格にのみ依存して，絶対地代も存
在することもありうる。しかし，分割地所有の支配的な諸国では，普通絶対地
代は存在しないのである。
(4) 土地価格形成の特殊性
資本主義的関係のもとでは， 「最劣等地では，土地生産物の価格騰貴がはじ
めて地代を創造し，したがって土地の価格を創造する」51)。これに反して，分
割地所有の支配的な諸国では最劣等地において，土地所有の独占，土地所有の
制限が土地生産物の価格を騰貴させて地代を創造することがなく，したがって
土地の価格を創造することはない。しかし，最劣等地といえども土地の価格な
くして売買されることはない。最劣等地の土地価格はどうして創造されうるの
か。もっとも，後で見るように， 「土地所有が生産者たちの最大部分にとって
の生活条件をなし，また彼らの資本にとっての不可欠な投下場面をなすこの場
合には」，最劣等地でさえもどうしても買わねばならぬというこの事情は，「土
地そのものが価値をもち，したがって，資本として生産物の生産価格に入りこ
むのは，機械または原料とまったく同じだという幻想」と相まって，最劣等地
の土地価格を創造するであろうが。
分割地所有の支配的な諸国では利子歩合は高率である， 「というのは，この
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部面では総じて本来の信用があまり行なわれないからである」52)。資本主義的
諸関係のもとでは， 「地代が与えられている場合には，土地価格は利子歩合に
よって調整されている。利子歩合が低くければ土地価格は高く，逆のばあいは
逆である」58)。これに反して，分割地所有の支配的な諸国では， 「土地価格は
• 利子歩合に係わりなく騰貴し， またしばしばこれと逆比例して騰貴」して，
「利子歩合が相対的に高くても土地価格は騰貴する」。 これには，つぎのごと
き理由がある。
「現実的には，優勢な分割地所有のもとでは事態が趣きを異にする。まず第1に，農
民には信用の一般的法則が当てはまらない。というのは，後者は，資本家としての生産
者を前提するからである。第2に，分割地所有が優勢であって一ー植民地にはここでは
論及しないー一分割地農民が国民の根幹をなすばあいには，資本形成すなわち社会的再
生産は相対的に微弱であり，以前に展開された意味での貸付可能な貨幣資本の形成はさ
らにいっそう微弱である。この後者は，集積と，富裕な徒食資本家階級の実存とを前提
とする（マッツー）。第3に，土地所有が生産者たちの最大部分にとっての生活条件をな
し，また彼らの資本にとっての不可欠な投下場面をなすこの場合には，土地所有にたい
する需要が供給をしのぐことによって，土地価格は利子歩合に係わりなく騰貴し，また，
しばしばこれと逆比例して騰貴するであろう。分割地として売られるこの場合には，土
地は，大量的に売られる場合よりもはるかに高い価格を生ずる。というのは，このばあ
いには小さな買手の数は多く，大きな買手の数は少ないからである (bandes noires (暗黒. .. . . .. . . . . . . .... 
団，土地投機師仲闊）， リュピコン，ニュー マン）。 これらいっさいの理由から，このばあいには，...................... 
利子歩合が相対的に高くても土地価格は騰貴する。農民がこのばあいに土地購入に投下
した資本からえる相対的に低い利子（ムニエ）にたいし，このばあいには，他方では，
農民じしんが彼の抵当権者に支払わねばならぬ高い高利的利子歩合が照応する。アイル
ランドの制度も同じ事態を示し，形態を異にするだけである。
だからこの場合には，生産自体には外的なこの要素すなわち土地価格が，生産を不可
能ならしめるような高さまで騰貴しうる（ドンパール。）」54.)(傍点は東井）。
(5) 土地価格における資本の支出
土地価格は， 「資本化された， したがって先取りされた地代にほかならな
い」。 土地購入に投下された資本は， 「利子を生む投資ではあるが，農業その
ものに投下された資本とはぜんぜん何らの関係もない」56) のであって， 「こ
の資本は，農業で機能する固定資本の一部分も流動資本の一部分も形成しな
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い」。56) だから， 「土地購入のための貨幣資本の支出は，農業資本の投下では
ない。この支出は，小農たちが彼らの生産部面そのもので自由にしうる資本を
それだけ減少させるものである。それは，彼らの生産手段の範囲をそれだけ減
少させ，したがって再生産の経済的基礎を狭溢化させる。それは小農を高利に
従属させる，というのは， この部面では総じて本来の信用があまり行なわれ
いないからである」。 57)それゆえに， 「高利と祖税制度とは，いたるところで
分割地所有を衰頗させるに違いない。土地価格における資本の支出は，この資
本を耕作から取りあげる。限りない，生産手段の分散および生産者そのものの
ほうだい
離散。人間力の旭大な浪費。生産諸条件の累進的悪化と諸生産手段の騰貴と
は，分割地所有の必然的な一法則である。 この生産様式にとっての豊作の不
幸」。58)
分割地農民は土地の所有者であるがゆえに，土地への資本投下は，貢納を条
件とすることなく，任意にして自由であり，この場合には土地所有の制限とし
ての作用はありえないのである。しかし，この所有制限は，土地価格における
資本の支出がこの資本を耕作から取りあげるということにおいて自己主張する
のである。土地価格における資本の支出は，農業資本とは何ら関係がなく，土
地価格が，普通絶対地代が存在しないことにより，土地生産物の価格に規定的
に入りこまない。したがって，土地購入のための貨幣資本の支出は，土地を転
売しないかぎり，回収されることはない。
これは， 「生産者にとっての費用価格の要素としての土地価格と，生産物に
とっての生産価格の非要素〔としての土地価格〕 （地代が土地生産物の価格に規定的
に入りこむ場合でさえも， 20年またはもっと長い年数にわたって投下される資本化された
地代〔土地価格〕は，どんなばあいにも，土地生産物の価格に規定的に入りこみはしない）
とのあいだの衝突」59), として表現されるのである。この「衝突」については
後述。
(6) 分割地所有の地代の成分と源泉
分割地所有のもとで土地価格形成の特殊性の理由についてはすでに見たとこ
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ろである。しかし，土地価格は，資本化された，，したがって先取りされた地代
である。 したがって，土地価格は何を根拠にして形成されるのか， つまり，
「土地価格において—および土地価格の利子において一一先取りされる地代」
の成分が問われねばならない。これについて明らかにするためには，先ずつぎ
の四つの大前提を確認しておかねばならない。
先ず第1には，分割地所有のもとでは土地の豊饒度や位置の差に係わる「差
額地代」が実存し，異常な事情のもとでのみごく稀には「絶対地代」が存在す
るということである。といっても「地代は，ともあれ資本制的生産様式が発展
している諸国では， ほかの生産諸部門との比較による超過利潤として， ただ
し，総じて農民の労働の全収益と同じく農民に帰属する超過利潤として，みず
からを表示する」60)。
第2に，すでに見た小農の農産物価格形成および土地価格形成の特殊性を前
提するということである。
第3に，地代と，したがって資本化された地代たる土地価格が，普通絶対地
代が存在しないことにより，土地生産物の価格に規定的に入りこまないという
ことである。
第 4 に，土地価格において—および土地価格に支払われる利子において
—先取りされる地代は，農民の剰余労働が資本化されたものの一部分以外の
なにものでもありえないということである。
(A) より有利な自然諸条件のもとで自分の労働を実現される農民にとっての
土地価格において先取りされる地代の成分について。
(a) 「差額地代」 (DRI)の資本化
より有利な自然諸条件のもとで自分の労働を実現される農民にとっては，土
地価格は，土地の豊饒度や位置の差に係わる「差額地代」を資本化したもので
ある。つまり土地価格および土地価格の利子において先取りされる地代の成分
は，資本主義的諸関係のもとで「差額地代」となるであろう農民の剰余労働部
分である。分割地所有のもとでは，この「差額地代」は，一般的調整的市場価
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格と個別的費用価格との差にすぎないことは，いうまでもなかろう。
(b) 新優等地導入による「差額地代」 (DR!)の資本化
土地生産物の価格が不変不動のもとで，旧来の地所での資本投下量が同等な
ばあいに，新しいいっそう優良な地所が耕作されるがゆえに増大した地代の資
本化が，土地価格である場合もありうるであろう。というのは，土地生産物の
価格が不変不動であれば，地代は，（独占価格を度外視すれば）つぎの理由によっ
て増大することができるからである。すなわち， 「旧来の地所での資本投下量
が同等なばあいに，新しいいっそう優良な地所一ーといっても，この地所は，
増大した需要を充たすに足りるだけであり，したがって調整的市場価格は不変
不動である一~ このばあいには，旧来の地所の価格は
騰貴しないが，あらたに手をつけられた土地の価格は旧来の地所の価格以上に
騰貴する」61)。
(c) 「絶対地代」の資本化
異常な事情のもとでのみ，ごく稀には偶然的な市場状態に依存して土地生産
物の価格が価値に達した場合には，土地価格において先取りされる地代の成分
は，将来資本主義的諸関係のもとで絶対地代〔平均利潤の超過分〕となるであろ
う農民の剰余労働を資本化したものであろう。 このばあいには， 地代の成分
は，労賃と利潤に対立する自立的範疇としての地代への展望を示す。
しかしながら，分割地所有の支配的な場合には普通絶対地代が存在しない。
したがって，土地価格が絶対地代を資本化したものであるということは，総じ
て問題たりえないであろう。
(B) もっとも不利な自然条件のもとで労働する農民にとっての土地価格にお
いて先取りされる地代について。
最劣等地といえども無償で入手したものではなくして，全所有地およびその
所有地の若干の変転にさいし，耕作者じしんにより貨幣資本を支出することに
よって買われたか，大部分の所有地が低当で貨幣を借りて土地価格の利子を支
払うことによって買われたかである。最劣等地を耕作する農民は，土地購入の
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ための貨幣資本の支出，または土地価格の利子の支払いによって地代の「請求
権」を買っているはずであるにもかかわらず，地代を取得できずに，彼にとっ
ていったん土地価格および土地価格の利子において先取りされる地代として資
本化された「農民の剰余労働の一部分は，無償で社会に贈与されるので」ある。
しかしながら，土地価格は，資本化され，したがって先取りされた地代であ
る。では，最劣等地の農民にとっては，土地価格および土地価格の利子におい
て先取りされる地代の成分とは何であろうか。これが問われねばならないであ
ろう。
(a) 差額地代 (DRil)の資本化
土地価格および土地価格の利子において先取りされる地代は，その成分の視
点から， 「同等不変な相対的豊饒度と同等不変な市場価格のもとで，土地を利
用する資本の分量が増大するがゆえに増加する」地代の資本化とも考えうるで
あろう 62)。 というわけはこうである。地代は， 「同等不変な相対的豊饒度と
同等不変な市場価格のもとで，土地を利用する資本の分量が増大するがゆえに
増加する。したがって，地代は投下資本にたいする比率においては同等不変だ
とはいえ，たとえば資本そのものが二倍になったがゆえに地代の分量が二倍に
なる。価格の下落は生じなかったのだから，第二次投資は第一次投資と同じく
超過利潤をもたらすのであって，この超過利潤は借地期間の経過後にはやはり
地代に転形する。このばあいに地代の分量が増加するのは，地代を生みだす資
本の分量が増加するからである」。63)
したがって，もっとも不利な自然条件のもとで労働を実現する農民にとって
は，土地価格および土地価格の利子において先取りされる地代は，その成分の
視点から，「人間力のぼう大な浪費」と「土地諸力の搾取と浪費」64) によって
つくりだされた地代ー＿この地代は，差額地代 (DRIl)に擬制されうるが，ただしこ
れは個別的費用価格と一般的費用価格との差額にすぎないが一~を資本化したもので
あるであろう。しかし，農業資本（労働を含む）の継起的投資は，さしあたり農
産物の価格不動のばあいに収穫逓増すれば第二次投資の費用価格は第一次投資
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の費用価格よりも小さく，両費用価格間での「差額」――—擬制的に「超過利潤」
—を生じせしめうる。これに反して，収穫逓減のばあいには，第二次投資の
費用価格は，第一次投資のそれよりも大きく，農産物価格が第二次投資のそれ
まで騰貴することがなければこの「差額」は生じえないであろう。いずれも，
農産物価格は，最劣等地の費用価格の水準に形成されということを前提として
いる。
しかしながら，分割地所有のもとでは，零細な土地片でむしろ労働の集約度
を高めることにより，収穫逓減がよりすみやかに現われるであろうから，同等
不変の相対的豊饒度の同一地片における第二次投資の費用価格が第一資投資の
費用価格よりも大きくなり，したがって腹産物価格の上昇がなければ「超過利
潤」の発生がないであろう。そしてまた，分割地農民は，普通絶対地代が存在
しないことにより地代と，したがって資本化された地代たる土地価格とは土地
生産物の価格に規定的に入りこまないのであるから，生活の維持，労働力の再
生産のために自己をして「人間力のぼう大な浪費」と「土地諸力の搾取と浪費」
に駆りたてざるをえないのである。このばあいに，収穫は逓増し，より小さい
生産費で生産物を供給しうるとすれば，個別的費用価格と最劣等地の一般的・
平均的費用価格との差が生じてDRJIが発生する。これの資本化であり，先取
りされた地代が土地価格となるであろう。しかし，最劣等地での集約度が一般
的に高められれば，土地生産物に需要が喚起されないかぎり，その一般的市場
価格は引き下げられることとなり，・「商品価格の超過部分」が存在しないこと
になるであろう。
ここで，大内力教授のつぎの指摘を想起する。すなわち，「より優良な土地に
投下された資本，ないしは限界地であってもより有利な条件のもとで投下され
た資本は，この限界生産物よりより小さい生産費で生産物を供給しうるから，か
くしてきめられた市場価格のもとでは一定の超過部分が生ずる」65)ということ
なのである。これは，「この限界生産物よりより小さい生産費で生産物を供給し
うる」かぎりではと条件を付すれば全然根拠がないことはなく卓見であろう。
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なお，この見解にたいして，大島清教授がつぎのごとく批判的見解をのべられ
た， 「大内氏は，……方法論的には，小作料論の前に価格論が展開されねばな
らぬとして野心的な試みをおこない主として鈴木鴻一郎氏の理論を援用しつ
っ，わが国小作料をもって差額地代とくにその第二形態なりとして，その前提
に立って農産物価格論を展開された。…………しかし，その議論には，……多
くの難点をふくむものであることは否定しえない。」68) と。大島教授がのべら
れたその難点をひとつひとつ検討する余地がないが，しかしその一つをあげれ
ばこうである。最劣等地にも生ずる「ばあいの差額地代Iの発生は，一定の事
情のもとにおいて，特殊的におこなわれるにすぎない。もちろん，部分的なも
のにしろ一度び最劣等地の超過利潤が地代として固定化すれば，同種の土地所
有者もすぺてこれを要求し，かくして差額地代は一般化する傾向にあることは
否定できない。」67) と。この点にんするかぎり，この批判はもっともなことで
ある。しかし，長期的にみれば，小農的生産関係のもとでは，さしあたり発生
する最劣等地の「差額地代」の第Il形態は，一般化され，さらにあらたなそれ
が発生して，「小作料として累積されて固定化」してゆくのではなかろうか。
さて， 分割地所有の支配的なばあいには，最劣等地に生じうる「差額地代
I」は，その発生と消滅をくりかえしながら，いよいよ「人間力のぼう大な浪
費」と「土地諸力の搾取と浪費」を強めながら，地代を増大させ， 「資本化さ
れた，したがって先取りされた地代にほかならぬ」土地価格を騰貴せしめてゆ
く。このばあいには，土地価格および土地価格の利子において先取りされた地
代は，その成分の視点から，最劣等地に生じうる擬制的な「差額地代Il」を資
本化したものである。
(b) 市場価格による農民の剰余労働の資本化
市場状態に依存して，何んらの必然性もなく土地生産物の価格が騰貴して，
これが，土地生産物の価格のその費用価格をこえる超過部分を生じせしめたよ
うな場合には，土地価格および土地価格の利子において先取りされる地代は，
その成分の視点から，資本主義的諸関係のもとでの平均利潤を想定すれば，「平
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均利潤からの一控除分でもありえ，平均利潤のうちで実現される唯一の部分で
さえありうる」ということになるであろう。したがって，その地代は，資本主
義的諸関係のもとで平均利潤となるであろう農民の剰余労働の一部分が資本化
されたものといえるであろう。
(c) 雑多な収入の資本化
もっとも不利な自然諸条件のもとで労働する農民にとっては，土地価格にお
いて先取りされる地代は，つぎのごとき雑多な収入の一一普通の利子歩合を目安
にして計算された一―—資本化とも考えうるであろう。ただし，分割地土地所有の
支配的な場合には，すでにみたごとき土地価格形成の法則の特殊性により，利
子歩合が目安にして計算されることはな・いであろう。
土地価格および土地価格の利子において先取りされる地代は，その成分の視
点から，①彼にとっての絶対的制限として現象するところの労賃を資本化した
ものと考えうるであろう。したがって，その地代の成分は労賃からの控除分をな
す。このばあいには，農民の生活維持に欠くぺからざる労働部分（つまり労賃部
分）は，通常「土地所有の正常的補足をなす農村的家内工業」68)の収入によって
補埴されていると考える。この点にかんするかぎり，伊藤勇夫教授のいわれる
ように，土地価格は「自家労賃をタダと評価することによって成立する」69)と
いわざるをえないであろう。③労賃からの控除分プラス農村的家内工業からえ
る収入を，資本化したものである。⑧農民の全収益（農村的家内工業の収入を含む）
を資本化したものである。このばあいには，硲正夫教授のいわれるように，「追
加農地の耕作については．一部小額の流動費を追加するのみで，固定費と家族労
働費の追加をほとんど要さずに，比較的大きな粗収益をあげうるがゆえに，その
収益追加分の全部がもっぱら追加地所有に淵有する，というふうに自作農は解
いする。……全耕中きわめて小さな割合を占めるにすぎぬ追加耕地，いわば『限
界地』部分のみについて， しかも自作小農独自のかんがえかたで計算される
『自作地収益』は，かくて過大に見積もられるのである」， このように「過大
にみつもられた『自作地収益』から逆算する小農の『自作収益価格』—農地
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の市場価格運動の中心基軸となる~ 小農の再生産の正常な基礎
・小農収益からかけはなれて過大に評価され………•••高地価が生れてくるので
ある」70)(傍点は東井）。つまり，限界地での全「自作地収益」を資本還元したも
のが，土地価格において先取りされる地代といえるであろう。
以上，分割地所有が支配的な場合には，土地価格は何を根拠にして形成され
るかという問題，換言すれば土地価格ーーしたがって土地価格の利子において一―-
先取りされる地代は，その成分の視点から，何を資本化したものであるかとい．． 
う問題について考察してきたが，その地代において資本化されたものは，埋論
的には上述したように分類されるといえるであろう。しかし，現実には，上述
したようなすべてものがいっしょになって土地価格に固定されて土地価格を形
成して現象しているであろう。 それゆえに， 土地価格において一ーしたがって
土地価格の利子において一先取りされる地代は， 上述したような一切のものが
資本化されたものであるといえよう。したがって，この地代は，基本的には農
民の剰余労働の資本化ではあるが，ときには農民の必要労働部分をも含みうる
ということになるであろう。これをせんじつめると，分割地所有のもとでの地. . . . . . . .
代の特質となるであろう。その地代の成分は，利潤または労酋部分からの控除
分をなすといえるであろう。これは，分割地経営が賃借地で営まれたばあいに
は，より具体的にあらわになる。すなわち， 「分割地経営が賃借地で営まれる
場合でさえも，借地料は，他のどんな諸関係のもとでよりも蓬かに甚だしく，
利潤の一部分を， および労賃からの控除分をさえ，包含する。そのばあいに
は，借地料は名目的にのみ地代であり，労賃と利潤に対立する自立的範疇とし
ての地代ではない」71)。
これは，もはや，剰余価値（剰余労働）一般の正常形態としては現象しない。
このばあいには，利潤が剰余価値の正常形態ともいえない。利潤および労賃部． 
分からの控除分をなすような地代または借地料は，資本主義的諸関係のもとで
は資本制地代と一致しなければならないのである。この点においても，ーの経
過的な地代，したがって過度的な地代にすぎないといえるのである。
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利潤または労賃＿利潤および労賃＿からの控除分をなす地代と，したが
って利潤または労賃ー一利潤および労賃一~からの控除分が資本化された土地
価格および土地価格の利子において先取りされた地代の源泉は，まさに農民的
分割地所有なのである。この分割地所有の「範疇一存在構造が内包する＝律背
反的ー一従って過度的――—規定」72) の考察が，つぎの課題となる。
叫 A.a.O., S. 856. 長谷部訳本 4,289ペー ジ。
(25) 井上周八「『農民的分割地所有』の基礎的考察」，『立教経済学研究』，第13巻第1号，
1959年6月， 241ペー ジ。
閾吉野城『日本農民分解論』，大月書店， 1958年9月， 34ペー ジ。 なお，これは，井
上周八氏によって，前掲稿（前掲誌， 265ページ）に引用されている。
岡 A.a.O.,S. 856. _長谷部訳本 4,290ページ
(28) A.a.O., S. 856. 長谷部訳本 4,290ペー ジ。
(29) A.a.O., S. 856. 長谷部訳本 4,290ペー ジ。
閲 A.a.O.,S. 859-60. 長谷部訳本 4,292ペー ジ。
(31) A.a.O., S. 862. 長谷部訳本 4,294ベー ジ。
(32) A.a.O., S. 856-57. 長谷部訳本， 290ペー ジ。
閲 A.a.O., S. 862. 長谷部訳本 4,294ペー ジ。 「地代，したがって資本化され地代た
る土地価格」とあるが，向坂逸郎氏の訳では， 「地代は，したがって資本化された地
代たる土地価格も」と訳出されている（向坂訳『賓本論』 <11>,岩波文庫， 1962年
7月（第8刷）， 330ページ。向坂訳の方がよい。
閥 A.a.O.,S. 857. 長谷部訳本 4,290ペー ジ。
閲 A.a.O.,S. 864. 長谷部訳本 4,296ペー ジ。
閲 A.a.0.,S. 857. 長谷部訳本 4,290-91ペー ジ。
(37), (38) A.a.O., S. 676ー 77,804-05. 長谷部訳本 4,152, 251ペー ジ。
(39)'(40), (41), (42)'個,(4), (45) A.a.O., S. 857ー 58.長谷部訳本 4,291ページ。ただし，
(41)の訳は，東井。
(46) A.a.O., S. 856. 長谷部訳本 4,290ペー ジ。
(47) A.a.O., S. 858. 長谷部訳本 4,291ペー ジ。
(48) 栗原百寿『農業問題の基礎理論』，時潮社， 1956年4月， 13ペー ジ。
個， (0) A.a.O., S. 857. 長谷部訳本 4,290ペー ジ。
(51) A.a.O., S. 8切長谷部訳本 4,268ペー ジ。
(52) A.a.0., S. 862. 長谷部訳本 4,294ペー ジ。
閾，閲 A.a.O., S. 862ー 63.長谷部訳本 4,295ペー ジ。
(5), (56) A.a.O., S. 860. 長谷部訳本 4,292ー 93ペー ジ。
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(57) A.a.O., S. 862. 長谷部訳本 4,294ペー ジ。
(58) A.a.O., S. 859. 長谷部訳本 4,292ペー ジ。
(59) A.a.O., S. 864. 長谷部訳本， 296ペー ジ。
(60) A.a.O., S. 856. 長谷部訳本 4,289-90ペー ジ。
(61), (62), (63) A.a.O., S. 827. 長谷部訳本 4,268ペー ジ。
闘 A.a.O., S. 864. 長谷部訳本 4,296ペー ジ。
(65) 大内力『地代と土地所有』， 東京大学出阪会， 1958年10月， 256ペー ジ。 なお，本
書を参書のこと。
(6) 大島清「わが国小作料は差額地代第二形態か—大内教授の最作物価格論批判」，
『経済志林』，第23巻第1号， 1955年1月， 48ページ。本稿を参照のこと。
(67) 同上， 40-41ペー ジ。
(68) A.a.O., S. 859. 長谷部訳本 4,292ペー ジ。
(69) 伊藤勇夫「改革後における地価・小作料の実存形態」， 『経済評論』， 1957年5月
号， 120ページ。なお，青木書店阪『資本論講座』 <6>,1964年7月， 197ベージ参
照。白川清『農業経済の価格理論』，御茶の水書房， 1963年1月， 248-49ページ参照。
(70) 硲正夫「農地価格の動向について」， 『経済学雑誌』，第45巻第1号， 1961年7月，
40-41ペー ジ。
『1) A.a.O., S. 862. 長谷部訳本 4,294ペー ジ。
『2) 高橋幸八郎『市民革命の論理』，御茶の水書房， 1950年12月， 217ー 18ペー ジ。
3. 農民的分割地所有
—その「二重性格」の地代論的把握について—
分割地所有に内在する「二重性格」一一肯定の側面と否定の側面ーーを易0挟
することが，ここでの課題である。分割地所有〔分割地農民〕は，石渡教授の
指摘されたように，わが国では「理想的な独立自営な分割地農民でないと分割
地農民ではないとか，不完全だとか不自由だとかいうように理解するかたむき
が強い」73)ので，分割地所有〔分割地農民〕が富裕であるのか，零細であるの
か，ということも，いま 1つの課題となる。
分割地所有は地代論的範疇であるから，地代論的次元ではそれが富裕である
か零細であるかということは問題とすべきではないという見解がある。
たとえば，船山栄一氏はいう「分割地農民ないし分割地的土地所有という形
態規定にとって，その具体的経営ないし土地所有が零細であるか否かは，地代
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論的範疇の次元では問うところではない。」74)と。平野絢子女史もいう，「分割
地所有は地代論的範疇であるからその形態， その下における経営の展望（小商
品生産者--+資本家・労働者）の如何はその条件に入ることはない。」75) と。井上
周八氏も，「『ナポレオン的』所有形態ー農民的分割地所有は19世紀の初めにフ
ランス農村民を解放し，富裕化させるための条件であった。しかるにほかなら
ぬこの分割地所有が19世紀の間に農村民の奴隷化と貧窮化の法則に転化し，フ
ランス農民の破滅の原因となった」のであり，他方， 「イギリスの如く，農村
の外での資本制的生産の一般的発展によって条件づけられているとともに，世
界史的には封建的生産様式から資本制生産様式への移行によって世界市場を征
服し得た場合，分割地農民は典型的に両極分解するに至るのである」から，
「分割地農民は一般的に発展的であり富裕であるとか，停滞的であり貧困であ
るとかは言い得ないのであり，また一義的に両極分解するとか，滞留するとか
とも言い得えないのである。」76) と，いわれている。
これらの見解には基本的には賛成である。しかし，これらの見解に理没して
しまうと，分割地所有の地代範疇の過度的たる所以，換言すれば，分割地所有
に内在する肯定と否定との矛盾点を見落す危険性がある。分割地所有は何を根
拠にして本源的地代形態から資本制地代への過渡形態と見なされうるのかとい
うことが問われねばならない。
自営農民の自由な分割地所有というこの形態は， 「支配的で正常的な形態と
しては，一方では，古典的古代の最良時代における社会の経済的基礎をなす
が，他方では，われわれはこれを，近代的諸国民のもとでは，封建制的土地所
有の解消から生ずる諸形態の一つとして見いだす。たとえばイギリスのヨーマ
ンリー （自由農民層）， スウェーデンの農民身分，フランスや西ドイツの農民。
植民地についてはここでは語らない。というのは，独立農民はここでは別の条
件のもとで発展するからである」77)。
ここに，イギリスのヨーマンリー (Yeomanry),スウェーデンの農民身分，フ
ランスや西ドイツの農民を，近代的諸国民のもとで， 「封建制的土地所有の解
磁
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消から生ずる諸形態の一つとして見いだす」，「自営農民の自由な分割地所有と
いうこの形態」の例とし引かれていることから，何を読みとるべきであろうか。
高橋幸八郎教授は雄渾な筆致で，これについて書いている。少しながいが，煩
をいとわず引用しておこう。
「単に小農経営，小土地所有乃至占有あるいは自営農民という一般的形態では，それ
は何ら特定の歴史的存在または範疇ではない。ここでわれわれが問題にしているのは，
むしろ，封建的土地所有—―-Nulleterre sans seigneurー 一の解体〔Aufltisung〕から
生じた諸形態の一としての『分割地』農民の歴史的存在形態とその社会的性格なのであ
り，例えば， 15• 6世紀に全国的規模において成立し， 17世紀にはビュアリタン革命の
主体となり，しかも大産業の『嵐と熱狂の時期』のうちに史上から完全にその姿を消し
たイギリスのヨーマン，アンシャン・レジームのうちにその基礎をかため， 18世紀末フ
ランス革命の推進主力として自らを解放し，封建勢力復興に対する攻撃拠点一一『ナポレ
オン的』農民-—を形成しながら， 19世紀半なおフランス市民社会の最大多数の階級と
してひろく蝠居するペエザン・プロプリエテール・アンデパンダン，これらの独立自営の
農民がそれである。そして，ここに示されるイギリス独立自営農民層の過渡的性格とフ
ランス小土地所有農民層の固定的性格とは，イギリスおよびフランスにおける，近代的
進化の内容と律動（速度）の相違そのものの指標であるが，それは共に分割地農民的土
地所有そのものに含まれる『必然』 ~Notwendigkeit► と『限界』 ~Schranke►との二
重性格規定の歴史具体的な表現に外ならない。即ちそれは，社会的生産の• および労働
者自身の自由な個性の• 発展のための，一の『必要条件』 einenotwendige Bedingung 
である。あるいは，人格的自立の発展にとっての基礎であり，農業そのものの発展にと
って「必要な通過点』 einnotwendiger Durchganspunktをなすと同時に，労働の社会
的生産力のより以上の発展や，資本のより以上の社会的集積や，従って結局同じこと
であるが，大規模な社会的協業や科学の累進的応用や総じて『豊富な社会的諸関係』
Reichtum der gesellschaftlichen verhiiltnissenの成立を排除する。 この分割地農民
的土地所有の範疇＝存在構造が内包する二律背反的――—従って過渡的ー一規定は合理的
に把握されなければならない。即ちそれは，封建的土地所有の解体過程のうちに成立
し，そのうちから自律的に生成する近代的生産力の構成を媒介しつつ，しかも近代資本
主義の確立過程のうちに自己否定＝反対物に転化されるという，すぐれて経過的な存在
的意義がそれである。それは，論理の矛盾ではなく， 『分割地』土地所有範疇に内在す
る現実の矛盾であり，それ自体ティアレクティクを意味する。」78)
この見解には基本的に賛成である。しかし「イギリス独立自営農民層の過渡
的性格」と「フランス小土地所有農民層の固定的性格」という表現は，少し気に
かかる。というのは，共に，後に明らかになるごとくに，肯定と否定との「二律
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背反的ー一従って過渡的ー一規定」を包含し，共に過渡的土地所有と規定され
るべきであるからである。フランス農民の「固定的性格」とイギリス農民の「過
渡的性格」は，分割地所有が暴力的収奪によって資本制的土地所有へ転化され
るかどうかの差によって生じたものであるからである。しかし，これらの農民
の両性格を， 「近代的進化の内容と律度（速度）の相違そのものの指標」 と読
むかぎりでは問題はなかろう。
分割地農民の「前進的性格」と「没落的性格」については，すでに論じてお
いた（拙稿， 「分割地所有の性格規定」， 『経済論集』，第16巻第3号， 1966年9月．）。
要するに，その「前進的性格」は土地の自由な所有〔＝土地所有の制限がない
ということ〕に帰着し，その「没落的性格」は土地私有の形態であり，その結
果たる土地価格および土地の価格の利子に帰着する。これを前提として，つぎ
の考察がなされる。
たしかに， 「イギリスのヨーマンリー」等の具体的・歴史的な農民層の像か
ら，分割地農民の「歴史的存在形態とその社会的性格」を， 「『必然』と『限
界』との二重性格規定の歴史具体的な表現」を読みとって，この農民的分割地
土地所有の範疇一存在構造が内包する二律背反的ー一従って過渡的ー一規定を
合理的に把握しなければならない。分割地所有に内在する『必然』と『限界』
の二重規定は，多くの論者によって賛同されたのである。たとえば，平田清明
教授はいう， 『資本論』第3巻第47章の最後の節である第5節「分益経営と農
民的分割地所有」では，過渡的形態たる「分割地所有の『必然と限界』を明確
にしたのち，この分割地所有という世界史的な形態の小土地所有と，おなじく
資本制的土地私有という世界史的な形態の大土地所有とが農業生産にたいして
あたえる『独自的害悪』の形態上の相違を明らかにしつつ， 『この害悪の最終
原因』たる土地私有そのものの止揚の必然を，地代論的に解明しているのであ
る。」79) と。また，平野絢子女史も，いわれている， 「これらの『土地――—分
割地 Parzellenー 一の私的所有』は，それが自由な農民的土地所有であり，そ
の限りにおいて『小経営の繁栄と人格的自立性の発展の基礎である』点につい
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て，更にその故に『社会的生産の発展のための一つの必要条件である』と同時
に，労働の社会的生産力のより以上の発展や資本のより以上の社会的集積や『豊
富な社会的諸関係』の成立を排除するという『“必然”と“限界”』の二重性格
規定を有する『経過的な存在意義』（高橋幸八郎「所謂『分割地』農民の成立につい
て」，『農業総合研究』創刊号85ペー ジ。『市民革命の構造』 217ページ。）……このことは
まさに分割地所有の歴史的範疇たることを示す。」so)と。
しかしながら，分割地所有の「必然と限界」との二重性格規定は，マルクス
の「分割地所有」の全理論が教えるところである。ここではさしあたり， 「イ
ギリスのヨーマンリー，スウェーデンの農民身分」等の具体的歴史的な農民像
から読みとるべきことは，分割地農民の質と量とであろう。ここにいう「質」
とは，イギリスのヨーマン，フランスの農民，スウェーデンの農民が富裕な自
由農民層であったということよりも，むしろ，これらの農民が土地の自由な所
有者であったということなのである。 「量」とは，封建制から資本制への過渡
期における支配的な正常的形態であるということなのである。もちろん，「量」
的規定がなくしても範疇として分割地農民は成立する。しかし，そのばあいに
はマルクスが「分割地所有」論で展開した農産物価格形成の特殊性，土地価格
形成の特殊性，過渡的な地代の存在形態は典型的には成立しなくなるであろ
う。これは，マルクスが，すでにみたごとく，農産物の価格形成について「こ．．．．．．．． 
れこそは，分割地所有の支配的な諸国では資本制的生産様式の諸国におけるよ
りも穀物の価格が低いのは何故かという原因の一つである」 （傍点は東井）との. . . . . . 
べていること，土地価格形成の特殊性について「現実的には，優勢な分割地所
有のもとでは事態が趣きを異にする」とのべていること等から，容易に察知さ
れるであろう。重要なことは，ひとにぎりの分割地所有の存在からは，分割地
所有の過渡的意義が出てこないからである。したがって，分割地農民の「質」
的・ 「量」的規定と・いうことが重要なのである 81)。
分割地所有に内在する肯定と否定との両側面ーー「必然」と「限界」の二重
性格規定，過渡的な二律背反的規定ーーについて見てみよう。 「自営農民の自
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由な分割地所有というこの形態は云云」というくだりにすぐ引きつづいて，. . . . . 
「自営農民の自由な所有は，あきらかに，小経営のための………土地所有のも. . . . . 
っとも正常的な形態である。土地の所有がこの経営様式の完全な発展のために
必要なのは，用具の所有が手工業的経営の自由な発展のために必要なのと同じ
である。土地所有はこのばあいには．人格的自立性の発展のための基礎をなす。
それは，農業そのものの発展のためには，必要なー通過点である。」82)とある（傍
点は東井）。 また，別のか所では， 「彼の土地所有は彼の生産様式のもっとも有
利な条件・繁栄の条件・として現象する。」83) とある。そしてまた，『資本論』
第1巻第24章「いわゆる本源的蓄積」の第 7節「資本制的蓄積の歴史的傾向」
においても，つぎのごとく説明されている． 「労働者が自分の生産手段を私有
することは小経営の基礎であって．小経営は，社会的生産の一一および労働者
じしんの自由な個性の一発展のための必要条件である。たしかに．この生産
様式は，……繁栄し，その全精力を発揮し，適当な古典的形態をとるのは．労
働者が自分じしんの使用する労働条件の—農民ならば彼が耕転する畑の，手
工業者ならば彼が老巧者として取扱う用具の一ー自由な私有者たる場合だけで
ある。」84)と。
小経営的生産のもっとも正常的な形態である分割地所有は， 「人格的自立性
の発展のための基礎をなす。それは，農業そのものの発展のためには，必要な
ー通過点である」。 これは，分割地所有そのものに含まれる「必然」であり．
それが封建制から資本制への移行過程における過渡期に存在することを示
す85)。そして分割地の自由な所有は，直接生産者が土地のたんなる「占有者」
にとどまるような封建的土地所有を否定した所有形態であり，他面小経営的
「生産様式のもっとも有利な条件・繁栄の条件・として現象する」。この点に，
分割地所有〔分割地農民〕の肯定の側面があり，イギリスのヨーマンが富裕な
自由農民層であり， 「ナポレオン土地所有形態」＝〔分割地所有〕が「フランス
農村民衆の解放と致富との条件で」ありえた根拠がある。しかしよりかんじん
なことは，分割地の自由な所有ということは，私的所有を基礎とする資本制的
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土地所有の土壌をこしらえたということである。
他面，同時に，小経営的生産のもっとも正常的な形態である分割地所有それ
自体に資本主義的土地所有へ止揚されるべき自己否定の側面〔「限界」〕がある。
この自己否定の側面はつぎの三点に要約しうるであろう。
先ず第 1には，分割地の私的所有を基礎とする小経営的生産様式は， 「土地
その他の生産手段の分散を内蔵する」 88)がゆえに， 「分割地所有はその本性
上，労働の社会的生産諸力の発展，労働の社会的諸形態，資本の社会的集積，
大規模な牧畜，科学の累進的応用，を排除する。」87) ということである。した
がって，分割地の分散的な私的所有（＝分割地所有）は，社会的に集中された土
地の資本制的な私的所有とは矛盾するのである。また，この矛盾は，多数者に
よる小量的所有と少数者による大量的所有との矛盾でもあり， 「みずから働い
てえた・いわば個々独立の労働個人と彼の労働諸条件との癒着にもとずく・私
的所有」と， 「他人の・しかし形式的には自由な・労働の搾取にもとづく資本
制的私的所有」との矛盾とも表現できるのである88)。 この矛盾は，分割地所
有に内在する自己否定の面を表現しているのである。
第2には，分割地土地所有の制限を示すのは，つぎのごとき「土地所有を崩
壊させる諸原因」であるということである。すなわち， 「大工業の発展の結果
たる，土地所有の正常的補足をなす農村的家内工業の絶滅。こうした耕作のも
とにおかれた土地の漸次的な疲弊と吸取。共同所有地ー一これはどこでも，分
割地経営の第2の補足をなし，またこれだけが，分割地経営に，家畜の飼養を
可能ならしめる一ーの，大土地所有者による横奪。植栽地経営として営まれる
か，資本制的に営まれるかをとわず，大耕作の競争。農業上の諸改良一一これ
は，一方では土地生産物の価格の下落をまねき，他方ではより大きな投資とよ
り豊富な対象的生産条件とを必要とする一ーもこれに貢献することは， 18世紀
の前半にイギリスで見るとおりである。」89) この所有の制限は，資本制的生産
様式が自己の生産様式に照応する土地所有形態へ分割地所有をして転化せしめ
た方法を具体的歴史的に解明されているのである。この転化されねばならない
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ということにも，分割地所有に内在する「限界」が見いだされるのである。
第3に， 「生産者にとっての費用価格の要素としての土地価格と，生産物に
とっての生産価格の非要素〔として土地価格〕………とのあいだの衝突は，総じ
て，土地の私的所有と合理的農業・土地の正常的な社会的利用・との矛盾がみ
ずからを表示する形態の一つにすぎない。だが，他面，土地の私的所有，した
がって，直接的生産者からの土地収奪ーー一者の土地非所有を包含する他者の
土地私有ー一ーは，資本制的生産様式の基礎である。」90) ということである。
したがって，小経営的生産のもっとも正常的な形態である分割地所有は，土
地所有が「人格的自立性の発展のための基礎」をなし， 「農業そのものの発展
のためには，必要な一通過点で」ありながらも，同時に以上のごとき資本制的
土地所有との矛盾を内包し，その土地所有の制限を示す。これは，まさしく，
分割地土地所有の「範疇＝存在構造が内包する二律背反的ー一従って過渡的
＿規定」を表示している。
つぎに，分割地所有をして資本制的土地所有へ移行さすべき分割地所有の自
己矛盾的内在的論理が問われねばならない。この論理とは，平田清明教授がい
みじくも道破されたこと，すなわち「衡突」ということなのである。すなわ
ち，この「衝突」は， 「『土地私有と合理的農業との矛盾がもってみずから表
示する』ところの封建制より資本制への過渡期における形態である。この矛盾
の展開は，過渡的地代形態を止揚して，資本主義的地代形態への推転を結果せ
ずにやまない」。91)
この「衝突」をつうじて土地価格とその利子は，分割地所有〔分割地農民〕の
性格を， 「むしろ没落的」たらしめざるをえないのである。
分割地所有が支配的な場合には，農産物価格が概して最劣等地の費用価格水
準に形成されて，普通絶対地代が存在しない。したがって，地代と，土地価格
および土地価格の利子において先取りされる地代とは，農産物の価格に規定的
に入りこまない。それゆえに，土地購入のための貨幣資本の支出は耕作から取
りあげられて，これは， 「小農たちが彼らの生産部面そのもので自由にしうる
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資本をそれだけ減少させ」， 「彼らの生産手段の範囲をそれだけ減少させ，し
たがって再生産の経済的基礎を狭陰化させる。それは小農を高利に従属させる
」のである。、「高利と祖税制度はいたるところで分割地所有を衰頗させるに違
いない」。
もっとも，分割地所有のもとでも，すでに見たごとくに，差額地代は実存し
うる。そして，この差額地代は，分割地農民が土地所有者たる資格において農
民に帰属する5しかし，この差額地代は，「生産を不可能ならしめるような高さ
まで騰貴しうる」土地価格の生む利子としては，相対的には低く，割に合わな
いものであろう。おまけに，彼が第三者たる抵当権者に支払う土地価格の利子
は，高い高利的利子歩合で計算された高額なものであろう。この点にかんする
かぎり，栗原百寿氏の以下の指摘は正しい。すなわち， 「もともと，分割地所
有にもとずく高額地価ないし高率負債のもとでは，中大農的な差額地代部分な
いし超過利潤部分も必ずしも経営上向の発条となりえないのであって，限定さ
れた上向傾向とはげしい転落傾向をふくむ一般的な没落傾向が分割地農民の運
命であったのである。」92) さらに，氏はいわれている， 「小経営的土地所有
（自営農民）の最も正常的な形態たる分割地所有（分割地農民）は，多かれ少なか
れ幅の広い概念であるが，その基本的性格は，前進的であるよりも，むしろい
わば没落的であったのである。そのかぎり，そしてまたその意味において，分
割地農民の典型は，イギリスではなくて，やはりフランスにおいて，求められ
ねばならないのである。」98)と。
これの論証のしかたには，平田清明教授の指摘されたような難点はあるにし
ても94), これにかんするかぎり，正しいのである。平田清明教授もいわれて
いる， 「『衝突』というかたちで経済的表現をとるところの分割地所有の二重
の一一相対立する一ー機能， この点の指摘こそ分割地所有論の一枢要点であ
る。そして， とくにこの土地価格が…………きわめて高騰するので， 『「分割
地」土地所有範疇に内在する現実の矛盾』の， 右に指摘した否定面〔「分割地
所有はその本性上云云」というくだり一~東井〕が， 大きく作用するばかりでなく，
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土地を購入しようとする『小農を高利に従わせるのである』。」95)と。
このように，分割地所有〔分割地農民〕の性格は， 「むしろ没落的」であっ
たのである。ここで，つぎの有名な文章を想起する。
「いまでは，フランス農民を没落させる原因は，彼らの分割地そのものであり，土地
の分割であり，ナポレオンがフランスに確立した所有形態である。これらこそ，まさにフ
ランスの封建農民を分割地農民にし，ナポレオンを皇帝にした物質的条件である。農業
の累進的悪化，耕作者の負債の進行，このさけがたい結果をうみだすには二世代で十分
であった。 19世紀のはじめにフランス農村民衆の解放と致富との条件であった『ナポレ
オン的』所有形態は，この世紀のあいだに彼らの隷属と極貧状態との法則として発展し
た。ところが，まさにこの法則こそ，二代目ナポレオンが主張しなければならない『ナ
ボレオン観念』 ("ideenapoleoniennes")の第1のものである。彼がもしも農民の波滅
の原因を，分割地所有それ自身のなかにでなく，そのそとに，すなわち第二義的事情の
影響にもとめる幻想を，まだ農民とともにしているならば，彼の実験は生産関係とぶつ
かってシャボン玉のようにくだけちるであろう」。96)
以上のべてきたことから，小経営生産のためのもっとも正常的な形態として
の分割地所有は，小経営的生産の「もっとも有利な条件・繁栄の条件・として
現象」し，「人格的自立性の発展のための基礎を」なし，「農業そのもの発展の
ためには，必要なー通過点で」あるにもかかわらず， 「衝突」ということをつ
うじて分割地所有は「むしろ没落的」であるといわざるをえないのである。こ
の点にかんするかぎり，井上周八氏の指摘されたように， 「分割地所有はその
発生の当初の段階においては，封建的小農民から自由な土地の所有者となるこ
とにより，その限りではプラスの作用を及ぽしたのであるが，その後はマイナ
スの面が，すなわち小土地所有者・小経営者としての矛盾が，保守，停滞，貧
困の相貌をもって露出せざるを得なかったのである」97) というのが，ごく自
然であろう。もちろん，発生後においても分割地所有に内在する肯定と否定の
両側面が分割地のうえで同時点において交錯してでてくるのであり，したがっ
て富裕な農民から零細な農民が生じてきても不思議ではないであろう。この点
にかんするかぎり，石渡貞雄教授もいわれるように， 「分割地農民は，農民の
理想像のごときものから半プロのごときみじめなものまでを包含しうる巾のあ
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るものだということである」。98) しかし，総じて分割地所有が「衝突」をつう
じて没落して資本制的土地所有へ止揚されるということがかんじんな点であ
り，分割地所有〔分割地農民〕は，主として「衝突」をつうじて，一般的には
「むしろ没落」して資本制的土地所有へ移行してゆくのである。
もっとも，小経営的生産のもっとも正常的な形態である分割地所有〔分割地
農民〕の性格が， 「衝突」により「むしろ没落的」であったからといって，「分
割地所有の資本制的土地所有への転化は，直線的に速やかに行なわれるとは考
えられない」。 というのは，もっとも不利な自然諸条件のもとで耕作する分割
地農民が， 「高地価と高額負債」のもとで「衝突」によって没落したとして
も，人口のはるかに圧倒的大多数が農村人口であるから，没落した農民にとっ
てかわって新しい農民がただちに現われるからである。だから， 「分割地所有
は，仕事のない過剰人口をうみだす。この過剰人口は，農村にも都市にも居場
所が」99) ないということになる。 したがって，歴史的具体的事実としては，
「フランス農民の固定的性格」が形成されるのである。この点にかんするかぎ
り，やはり栗原百寿氏の指摘したとおり， 「分割地農民の典型は，イギリスで
はなくて，やはりフランスにおいて，求められねばならない」ということにも
なるであろう。 しかしながら， このようなフランス農民の「固定的性格」か
ら，分割地農民の成立後の， 「衝突」をつうじてのはげしい転落傾向を読みと
るべきであろう。つまり，古い農民の没落，新しい農民の創設，この農民の没
落，新しい農民の創設というぐあいに，絶えず，分割地農民が没落しながら
も，保守，停滞，貧困の相貌を呈している，というわけである。
閥 石渡貞雄「現代における土地所有と農産物価格形成」， 近藤康男博士還暦記念出阪
『日本農業の地代論的研究』，養賢堂， 1959年3月， 174ペー ジ。
閥 船山栄一「分割地最民・小農地代および資本制地代」， 大塚・高橋• 松田編著『西
・洋経済史購座』<IV>,岩波書店， 1960年9月， 276ペー ジ。
閥 平野絢子「『自由な農民的土地所有』に関する覚書」，『三田学会雑誌』，第49巻第11
号， 1956年11月， 50ページ。なお，これは，井上周八，前掲稿（前掲誌， 261ペー ジ）
にて引用され切、る。
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閥井上，前掲稿，前掲誌， 261-62ページ参照。
r1J Das KaPital,Bd. m, S.858. 長谷部訳本4,291ペー ジ。
('18) 高橋幸八郎，前掲書， 216-18ペー ジ。
61 3 
閥平田清明「分割地所有と地代範疇一分割地所有の地代論的研究のために」， 山田
盛太郎編『変革期における地代範疇』，岩波書店， 1956年9月， 279ペー ジ。
閾平野絢子，前掲稿，前掲誌， 46ペー ジ。
(BI) 山田勝次郎氏が， 「封建的最奴制の解体によって小経営にとっての最も正常な形態
の土地所有者となり，それゆえにこそ， 『資本制生産様式の基礎を創出した変革の序
曲」とマルクスが規定した晨業革命の開始以前には，人口の大多数を占めてイギリス
全土一面に開花繁栄していたというヨーマンリー（イギリス型分割地農民）の歴史的
• 独自的な過渡的性格または過渡範疇を確認する以外には，ないのである」と．いわ
れている（『日本農業年報』 <VI>,中央公論社， 1957年5月， 167ー 邸ページ），これ
は，分割地所有，分割地農民の量的規定をしているものであっ、て，この限り正しい。
これにたいして，吉野城教授は批判されている， 「範疇としての分割地所有は，それ
が量的に『支配的で正常的な形態』でなくと存在しうる。平たくいうなら， 『支配的
で，正常的な形態』は量の問題でなく，質の問題である。」（吉野城，前掲書， 34ペー
ジ）と。この見解は，分割地所有〔分割農民〕の土地の自由所有者であること（また
はその三位一体的性格）を強調している点で興味深い。しかしながら，すでにのぺた
ような理由から，この「支配的で，正常的な形態」は，分割地所有の質的・量的規定
〔質量ともの〕であると正しく把握しなければなるまい。
閾 A.a.0.,S. 858. 長谷部訳本 4,291一92ペー ジ。
(83) A.a.O., S. 662. 長谷部訳本 4,142。
闊 Das KaPital, Bd. I , S. 802. 河出書房新社版『世界の大思想阪』 <18>, 長谷
部文雄訳『資本論』 <1>,596ページ。以下，長谷部訳本1と略記す。
脚 マルクスガ， 「貨幣地代は，いっそう発展すれば，ーあらゆる中間諸形態，たと
えば小農的借地農業者のそれを度外視すれば，一土地を自由な農民所有に転化させ
るか， さもなければ， 資本制的生産様式上の形態，資本制的借地農業者が支払う地
代，とならざるをえない」 (Daskapital, Bd. m S. 849. 長谷部訳本 4,284ー 85ペー ジ）
という。この点からして，分割地農民的土地所有は過渡期に必然的に存在するもので
はないという見解がある。しかし，論理的に考えれば，農民的分割地所有が資本制的
土地所有の基礎をなす私的所有の土壌をこしらえるという意味において，この土地所
有氏過渡期に必然的に存在すると考えるぺきではなかろうか。こう意味においてか
どうかはわからないが， vー ニンは， 「農民の自由な土地所有は，一定の歴史的条件
のもとでは，農業における小生産に必然的に随伴するものである，」（マルクス=V-
ニン主義研究所訳『Vーニン全集』＜第13巻＞大月書店， 1955年11月， 315ベー ジ）
とのぺている。
(86) A.a.O., S. 802. 長谷部訳本 4,596ペー ジ。
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平田清明教授は批判されている， 「小経営的生産様式における分割地所有の二重の
—相対立する一ー機能，この二者闘争的な両契機によって規定されている分割地所
有範疇の自己矛盾的存在構造を，たんに土地『処分の自由』の問題に狭小化して，そ
の機能を『寄生地主に搾取の対象を確保してやり，その搾取の自由を公認して，寄生
地主的土地所有を名実ともに公然と確立させること』に局限するのは，分割地所有の
きわめて機械的一面的な理解といわねばならない。また，分割地所有の自己矛盾的存
在構造の地代論的把握なしに， 『土地価格の高騰と農産物価格の低落』からただちに
『分割地農民の一般的没落』を規定するのも，同様のそしりを免かれない。」（平田，
前掲稿，前掲誌， 284ページ）と。 平田氏の批判は， そのとおりである。 しかし，
「分割地所有の自己矛盾的存在構造の地代論的把握」から，分割地所有に内在する自
己否定の面は，分割地農民をして「いわば，むしろ没落的」たらしめる。
卿平田，前掲稿，前掲誌， 273ペー ジ。
闊 マルクス= Vー ニン主義研究所訳『マルクス＝エンゲルスニ巻選集』第1巻，大月
書店， 1953年2月， 248ー 49ペー ジ。
(97) 井上周八，前掲稿，前掲誌， 261ペー ジ。
(98) 石渡貞雄，’前掲稿，前掲書， 177ページ。
(9) マルクス=V-ニン主義研究所訳，前掲訳書， 250ページ。
4. 結
?
資本制地代，封建地代，分割地所有の地代を，
ら，考察すれば，つぎのようになる。
その「成立と源泉」の視点か
(1) 資本制地代の成分とその源泉
資本制地代の成分は， 「商品の価格のうち労賃と利潤と区別される自立的な
成分」であり，または「労賃と利潤に対立する自立的範疇としての地代で」あ
る。換言すれば， これは，超過利潤＝「剰余価値の特殊的で独自な成分」であ
り，同じととだが，商品の価値のうちで剰余価値（剰余労働）から成り立つ部分
すなわち平均利潤をこえる超過部分すなわち超過利潤である。
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資本制地代の源泉は， 「剰余価値の特殊的で独自な成分」を地代に転形させ
て土地所有者に帰属せしめるところの資本制的土地所有である。
(2) 封建地代の成分とその源泉
封建地代の成分は， 「商品の価格のうち労賃および利潤と区別される自立的
な成分」ではない。封建地代は，剰余価値一般の正常的形態として現象する。
農民の全剰余価値（全剰余労働）が地代として現象する。
封建地代の源泉は，封建的土地所有である。封建的土地所有は， 「経済外的
強制」の助けをかりることによって，農民の全剰余価値を地代に転形させて，
土地所有者にこれを帰属せしめる。
(3) 分割地所有の「地代」の「成分」とその「源泉」
分割地所有のもとでも「差額地代 I」は存在しており， そしてごく稀には
「絶対地代」が存在する。これらの地代は，地代として現象せずして，「何らの
借地料も支払われず，したがって地代は，剰余価値の分化形態としては現象し
ない，―といっても，地代はともあれ資本制的生産様式の発展している諸国
では，ほかの生産部門との比較による……，ただし，総じて農民の労働の全収
益と同じく農民に帰属する超過利潤として，みずから表示する」。
しかしながら，分割地所有のもとでは一種の擬制地代としての，土地価格お
よび土地価格の利子において先取りされる地代が存在している。
分割地所有のもとでは，土地価格が前提要素となる。そしてこれは，「個別的
な虚偽の生産費の，または個別生産者にとっての生産物の費用価格の，重要な
要ー素をなす」。 分割地所有の支配的な場合には，つぎの理由から，この土地
価格は，土地生産物の価格に規定的に入りこまない。① 小農の三位一体的性
格により，農産物の価格は，概して最劣等地の費用価格水準に形成されること
R 土地価格において一ーおよび土地価格に支出される利子において一―—先取
りされる地代は， もっとも不利な自然諸条件のもとで労働する農民によって
「無償で社会に贈与されるのであって生産価格の調整または価値形成一般には
参加しない」ということ，⑧「生産のきわめて大きな部分が自家需要を充たす
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のであって，一般的利潤率による調整に係わりなく行なわれるから」，普通農産
物価格はその価値まで達することもなく，独占価格をつくりだすこともない，
したがって普通絶対地代や独占地代が存在しないということ等が，その理由で
ある。
したがって，土地価格が， 「個別的な虚偽の生産費の，または個別生産者に
とっての生産物の費用価格の，重要な一要素をなす」が，しかしこれは，普通
農産物価格に規定的に入りこまないのである。それゆえに，分割地所有が支配
的な場合には，絶対地代と， 「生産を不可能ならしめるような高さまで騰貴し
うる」ところの「生産自体には外的なこの要素，すなわち土地価格」と，低当
権者に支払われねばならないところの，高利的利子歩合による高額の土地価格
の利子とは，普通土地生産物の価格に規定的に入りこまないのである。
これは， 「生産者にとっての費用価格の要素としての土地価格と，生産物に
とっての生産価格の非要素〔としての土地価格〕とのあいだの衝突」というか
たちで表現されうる。そしてこの「衡突」は， 「総じて，土地の私的所有と合
理的農業・土地の正常的な社会的利用・との矛盾がみずからを表示する形態の
一つにすぎない」。 したがって，分割地の私的所有は，それが私的所有という
点にかんするかぎり資本制的生産様式の基礎をなすけれども，資本制的生産様
式に照応する「一者の土地非所有を包含する他者の土地私有」すなわち資本制
的土地所有へ転化されねばならないのである。この転化は，土地の私的所有の
形態であり，その結果である土地価格—および土地価格の利了 において
資本を支出することから生ずる「小農業の独自の害悪の一つ」 〔ー 「衝突」とい
うかたちで〕をつうじてなされるばあいには， 非常な緩慢な道程をたどるであ
ろう一一フランス農民の「保守・停滞・貧困」。 もしくは，この転化は，直接
的生産者からの土地の暴力的収奪によってなされる一イギリス独立自営農民
層の急速な消滅。分割地所有に内在する矛盾の現実の表現はどうあろうとも，
分割地所有に内在するこれと資本制的土地所有との矛盾は，その内在的な論理
的矛盾すなわち「衝突」をつうじて， 「自己否定＝反対物」に転化されざるを
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えないというべきであろう。
最後に，土地価格および土地価格の利子において先取りされる地代を，その
成分の視点から，まとめておこう。
土地価格は，資本化され，したがって先取りされた地代にほかならない。分
割地所有のもとでは，現実に，土地価格および土地価格の利子を支払っている
かぎりでは，土地価格および土地価格の利子において先取りされる地代は，農
民の剰余労働の一部分を資本化したものである。. . . . 
基本的に，一般的には，この地代は，その成分の視点から，もっとも有利な
自然諸条件のもとで自分の労働を実現する農民にとっては，土地の豊饒度や位
置の差に係わる差額地代の資本化であろう。もっとも不利な自然諸条件で労働. . . . 
する農民にとっては，この地代は，農民の労賃からの控除分の資本化をなす。
市場価格に依存しての利潤，または「差額地代1I」による「ほかの生産諸部門
との比較による超過利潤」が発生した場合には，この地代は，利潤からの控除
分の資本化であるか，利潤および労賃からの控除分の資本化をなす。．． 
すべての分割地農民にとっては，この地代は，利濶または労賃ーーもしくは
利潤および労賃ーーからの控除分の資本化であるにちがいないであろう。これ
は，分割地経営が賃借地で営まれた場合にはあらわな具体的形態をとる。この
借地料は，利潤および労賃からの控除分をなす。この借地料は，その成分の視
点から， 「名目的にのみ地代であり，労賃と利潤に対立する自立的範疇として
の地代ではない」。 この借地料は，必然的に，資本により資本制地代へ推転せ
しめられなければならない。
利潤および労賃からの控除分をなす借地料，したがって利潤または労賃から
の控除分の資本化であるところの，土地価格および土地価格の利子において先
取りされる地代の源泉は， まさに農民的分割地所有（その背後には小農的生産関
係）なのである。
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